	申請の手引


測量及び建設コンサルタント等に係る申請書及び添付書類の作成方法

１．申請書（様式１－１，１－２，１－３）の作成方法

　　(1) 様式上，「※」に該当する項目については記載しないこと。

　　(2) 「本社（店）住所」から「電子入札用ＩＣカードの登録番号」までの各欄は，次により記載する。

　　　①　フリガナの欄はカタカナで記載すること。

　　　　なお，「商号又は名称」欄の株式会社等法人の種類を表す文字については，フリガナは記載しないこと。

　　　②　「本社（店）住所」欄での丁目，番地は，「－（ハイフン）」により省略して記載すること。

　　　　（例）ｶｺﾞｼﾏｸﾞﾝﾄｼﾏﾑﾗﾅｶﾉｼﾏ

　　　　　　　鹿児島郡十島村中之島１３３－５

　　　③　「商号又は名称」欄での株式会社等法人の種類を表す文字については，下表の略号を用いること。

	種類
	株式

会社
	有限

会社
	合資

会社
	合名

会社
	合同

会社
	協同

組合
	協業

組合
	企業

組合
	財団

法人
	社団

法人

	略号
	(株)
	(有)
	(資)
	(名)
	(合)
	(同)
	(業)
	(企)
	(財)
	(社)


　　　　　（例）　　ﾄｶﾗｿｳｺﾞｳｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

　　　　　　　（株）トカラ総合コンサルタント

　　　④　「役職・代表者氏名」欄及び「担当者氏名」欄の氏名（フリガナを含む。）については，姓と名前との間は１文字分の空白をあけること。

　　　　（例）ﾄｼﾏ　 ｹﾝﾀﾛｳ

　　　　　　　十島　健太郎

　　　⑤　「本社（店）電話番号」，「担当者電話番号」（必要があれば内線番号）欄及び「本社（店）ＦＡＸ番号」欄での市外局番，市内局番及び番号については，それぞれ「－（ハイフン）」で区切り，（　）は用いないこと。

　　　　（例）０９９６－２３－５１１１

　　　⑥　「メールアドレス」については，本村からの種々の連絡に対応できうるアドレスを記載すること。なお，メールアドレスを持っていない場合は「なし」と記載すること。

　　　⑦　「電子入札用ＩＣカードの登録番号」欄については，主として使用する登録番号を記載すること。
　　(３) 「登録を受けている事業」欄については，次の区分に従い，それぞれ該当する場合に記載する。

①　測量業者　　測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条による登録を受けている場合。

②　建築士事務所　　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条による登録を受けている場合。

③　建設コンサルタント　　建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条による登録を受けている場合。

④　地質調査業者　　地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条による登録を受けている場合。

⑤　補償コンサルタント　　補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２条による登録を受けている場合。

⑥　不動産鑑定業者　　不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）第２２条による登録を受けている場合。

⑦　土地家屋調査士　　土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）第８条による登録を受けている場合（土地家屋調査士が２人以上所属しているときは，１人のみについて記載する。）。

⑧　司法書士　　司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）第８条による登録を受けている場合。

⑨　計量証明事業者　　計量法（平成４年法律第５１号）第１０７条による登録を受けている場合。

⑩　その他の登録等を受けている場合は，登録事業名等を空白の欄に記載する。

２．申請書（様式１－２）の作成方法

　　(1) 「１0　測量等実績高」の各欄については，次により記載する。

　　　　　「②直前２年度分決算」，「③直前１年度分決算」及び「④直前２ヶ年間の年間平均実績高」の各欄には，「①競争参加資格希望業種区分」ごとに実績高を記載する。（決算が１事業年度１回の場合には，「②直前２年度分決算」及び「③直前１年度分決算」の各欄は，当該左右欄のうち右欄のみに記載する。）なお，「③直前１年度分決算」とは審査基準日において確定した決算を含む過去１年間の決算を，「②直前２年度分決算」とは直前１年度分決算の前の１年間の決算を，「④直前２ヶ年間の年間平均実績高」とは両決算に基づき算定した年間平均実績高をそれぞれいう。

　　　　　また，個人企業から会社組織に移行した場合，他の企業を吸収した場合等にあっては，移行前の企業体，吸収前の企業体等の実績（ただし，申請者が行っている事業に係るものに限る。）を含めた実績を記載する。

　　(2) 「１1　有資格者（人）」欄については，本村が指定する次の資格者の範囲に従い当該職員数を記載する。

　　　ア　測量

　　　　①　測量法（昭和２４年法律第１８８号）による測量士又は測量士補の登録を受けている者

　　　イ　建築関係建設コンサルタント業務

　　　　①　建築士法（昭和２５年法律第２０２号）による１級建築士又は２級建築士の免許を受けた者

　　　　②　一級建築士として５年以上構造設計又は設備設計の業務に従事した後，国土交通大臣の登録を受けた登録講習機関が行う講習の課程を修了した者

　　　　③　建築士法施行規則（昭和２５年建設省告示第３８号）による建築設備士の登録を受けている者及び社団法人日本建築積算協会の行う建築積算資格者試験に合格し，登録を受けている者

　　　ウ　土木関係建設コンサルタント業務

　　　　①　技術士法（昭和５８年法律第２５号）による第２次試験のうち，技術部門を機械部門（選択科目を流体機械，建設，鉱山，荷役及び運搬機械又は機械設備とするものに限る。），電気・電子部門，建設部門，農業部門（選択科目を農業土木とするものに限る。），林業部門（選択科目を森林土木とするものに限る。），水産部門（選択科目を水産土木とするものに限る。），情報工学部門又は応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。）とするものに合格し，同法による登録を受けている者

　　　　②　建設業法による技術検定のうち検定種目を１級の土木施工管理とするものに合格した者

　　　　③　計量法（平成４年法律第５１号）による計量士（環境計量士（濃度関係）及び環境計量士（騒音・振動関係）に限る。）の登録を受けている者

　　　　④　電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）による第１種電気主任技術者又は第２種電気主任技術者の免状の交付を受けている者

　　　　⑤　電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）による第１種伝送交換主任技術者資格者証の交付を受けている者及び線路主任技術者資格者証の交付を受けている者

　　　　⑥　社団法人建設コンサルタンツ協会の行うＲＣＣＭ資格試験に合格し，登録を受けている者

　　　エ　地質調査業務

　　　　①　技術士法による第２次試験のうち技術部門を建設部門（選択科目を土質及び基礎とするものに限る。）又は応用理学部門（選択科目を地質とするものに限る。）とするものに合格し，同法による登録を受けている者

　　　　②　社団法人全国地質調査業協会連合会の行う地質調査技士資格検定試験に合格し，登録を受けている者

　　　オ　補償関係コンサルタント業務

　　　　①　不動産の鑑定評価に関する法律（昭和３８年法律第１５２号）による不動産鑑定士の登録を受けている者

　　　　②　土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）による土地家屋調査士の登録を受けている者

　　　　③　司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）による司法書士の登録を受けている者

　　　　④　社団法人日本補償コンサルタント協会の付与する補償業務管理士の資格を有し，登録を受けている者

　　なお，記載事項が１葉で終わらない場合は，同欄の書式で延長するものとする。このときには，同様式の裏面に記載して差し支えないが，表面にその旨を注記する。

３．申請書（様式１－３）の作成方法

　　(1) 「建設コンサルタント及び補償コンサルタント登録業者の登録部門」欄には，建設コンサルタント登録規程及び補償コンサルタント登録規程に基づいて登録を受けている部門について，下表の登録部門に対応する番号に○印を付する。

	 建　設　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　業　務

	 登　録　部　門
	 番号
	 登　録　部　門
	 番号
	 登　録　部　門
	 番号

	 河川，砂防及び海岸
	1
	 港湾及び空港
	2
	電力土木
	3

	 道路
	4
	鉄道
	5
	上水道及び工業用水道
	6

	下水道
	7
	農業土木
	8
	森林土木
	9

	水産土木
	10
	造園
	11
	都市計画及び地方計画
	12

	地質
	13
	土質及び基礎
	14
	鋼構造物及びコンクリート
	15

	トンネル
	16
	施工計画，施工設備及び積算
	17
	建設環境
	18

	建設機械
	19
	電気・電子
	20
	


	 補　償　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　業　務

	 登　録　部　門
	 番号
	 登　録　部　門
	 番号
	 登　録　部　門
	 番号

	土地調査
	21
	土地評価
	22
	物件
	23

	機械工作物
	24
	営業補償・特殊補償
	25
	事業損失
	26

	補償関連
	27
	
	
	
	


　　(2) 「自己資本額」の各欄については，次により記載する。

　　　ア　「①払込資本金」欄には，法人にあっては払込済資本金に新株式払込金，新株式申込証拠金の額（有限会社である場合においては，出資払込金，出資申込証拠金の額）を加えた額を，個人にあっては次期繰越資本金を，組合にあっては組合の基本財産と組合員の払込資本金の合計額を記載する。

　　　イ　「②準備金・積立金」欄のうち「直前決算時」には，株式会社である場合においては，資本剰余金，利益準備金，任意積立金及び自己株式払込金（自己株式申込証拠金）の合計額から自己株式の額を減じたものを記載し，有限会社である場合においては，資本剰余金，利益準備金，任意積立金，自己持分払込金（自己持分申込証拠金）の合計額から自己持分の額を減じたものを記載する。（ただし，いずれの場合においても，土地再評価差額金，株式等評価差額金がある場合には，これらの額を加えること。）組合にあっては組合の利益準備金及び特別積立金と組合員の上記直前決算時の準備金・積立金との合計額を記載する。

　　　ウ　「②準備金・積立金」欄のうち「剰余（欠損）金処分」欄には，利益準備金及び任意積立金の合計額から任意積立金取崩額を減じたものを記載する。ただし，その他資本剰余金から役員賞与や株主配当等の処分を行った場合には，当該処分額を減じること。

　　　エ　「直前決算時」及び「剰余（欠損）金処分」の各欄については，申請しようとする日の直前の決算により記載する。また，外資系企業の場合には，「①払込資本金」の合計欄の上段（　）内に外国資本の額を内数で記載する。

　　(3) 「損益計算書」の「税引前当期利益」欄は，直前１年度分決算によって記載する。

　　(4) 「貸借対照表」の「①流動資産」，「②流動負債」，「③固定資産」及び「④総資本額」の各欄は，直前１年度分決算によって記載する。

　　(5) 「経営比率」の「①総資本純利益率」，「②流動比率」及び「③自己資本固定比率」の各欄は，それぞれ小数点以下第二位の数値を四捨五入して小数点以下第一位までの数値を記載する。
　　(6) 「外資状況」については，外資系企業（日本国籍会社を含む。）の場合に，該当する会社区分の番号（１・２・３のいずれか）に○印を付するとともに，［　］内に外国名を，（　）内に当該国の資本の比率をそれぞれ記載する。なお，「２　日本国籍会社（外資比率１００％）」とは，１００パーセント外国資本の会社を，「３　日本国籍会社」とは一部外国資本の会社をそれぞれいう。

　　(7) 「営業年数等」の「④営業年数」欄には，競争参加資格希望業種に係る事業の開始日（２業種以上のときは最も早い開始日）から令和４年１月１日までの期間から，当該事業で中断した期間を控除した期間（１年未満切捨て）を記載する。

　　(8) 「常勤職員の数（人）」の「①技術職員」及び「②事務職員」の各欄には，基準日の前日において常時雇用している従業員のうち専ら測量・建設コンサルタント等業務に従事している職員の数を，「③その他の職員」欄には，それ以外の職員の数を記載する。また，「④計」欄には，法人にあっては常勤役員の数を含めたものを，個人にあっては事業主を含めたものをそれぞれ記載し，「⑤役職員等」欄には，常勤役員又は事業主の数を内数で記載する。なお，本項における「常勤雇用」及び「常勤」とは，申請者に従事し，かつ客観的な判断事項（定期・定額給与の支払対象者，社会保険料の納付対象者であること等）を有することをいう。

４．添付書類の作成方法

　　

(１) 営業の沿革および営業所一覧表（様式３，４）

　　　　この様式については申請日現在で作成するとともに，様式の末尾にある記載要領に従って記載することとする。なお，記載事項が１葉で終わらない場合は，同一の様式で延長するものとする。このときには，様式の裏面に記載して差し支えないが，表面にその旨を注記する。

　　(２) 測量等実績調書および技術者経歴書（様式８，９）

　　　　この２様式については，各様式の末尾にある記載要領に従って記載する。

　　　　なお，記載事項が１葉で終わらない場合は，同一の書式で延長するものとする。このときには，様式の裏面に記載して差し支えないが，表面にその旨を注記する。

※十島村での行政区域内における経歴または十島村との取引経歴の有無を必ず記載

すること。また、元請・下請問わず、直近2年間以前に十島村での取引経歴があ

る場合は、平成2９年度以降分につき別葉にて記載すること。
(３) 登記事項証明書

　　　　登記事項証明書とは、法務局等に登記された株式会社登記簿等（商業登記法（昭和38年法律第125号）第６条第５号から第９号までに掲げるもののいずれかをいう。）に記載されている事項の証明書で法人が提出する。（履歴事項全部証明書）

　　　　個人の場合は，本籍地の市長村長が発行する身分証明書（原本）を提出する。

　　

(４) 登録証明書等

　　　　１－(４)の①から⑩までに掲げた各登録等についての登録官署が発行する証明書をいう。

　　　　なお，競争への参加を希望しない業種に係るものは提出を要しない。

　　(５) 財務諸表類

　　　　申請者が自ら作成している直前１年間の事業年度分に係る貸借対照表，損益計算書及び利益金処分（損失処理）計算書（個人にあっては，これらに類する書類）をいう。

　　(６) 納税証明書

　　　　直前１年間における市町村税・県税・国税の納入状況についての税務官署が発行する証明書（未納の無い旨が確認できる証明）をいう。（本村の納税証明書については，完納証明書の原本を，その他の納税証明書については，写しで可）

　　(７) 証明書類の写しによる代用

　　　　添付書類のうち官公署が行った証明書類（申請日前３ヶ月以内のもの，ただし本村の完納証明書は令和４年１月４日以降のもの）のうち本村の完納証明書以外については，写真機，複写機等を使用して機械的な方法により複写したもので鮮明である場合に限り，写しによって差し支えない。

　　　　なお，その際には，全てＡ４版とし，それより大きいもの又は小さいものについては縮小又は拡大することとする。

　　(８) 外国事業者が申請する場合の提出書類等

　　　①　申請書の「本社（店）住所」欄については，本社（店）の所在する国名及び所在地名を記載する。なお，日本国内に連絡場所がある場合には，その所在地を欄外に記載する。

　　　②　申請書の「商号又は名称」欄については，株式会社等の法人の種類を表わす漢字が商号にない場合には，略号の記載は不要である。

　　　③　登記簿謄本又は身元証明書及び納税証明書については，証明書等に代えて，当該国の所轄官庁又は権限のある機関の発行する書面とする。

　　　④　提出する書類等について，外国語で記載された事項については，日本語の訳文を添付する。

　　　⑤　申請書類の金額表示は，邦貨に換算する必要がある場合には，基準日における出納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する外国貨幣換算率により換算して得た額を記載する。

５．参加できる競争契約の範囲

　　この申請によって登録された場合に参加できる競争契約の範囲は，建設工事等に関する設計，監理，調査等及び測量に係る契約のうち登録業種に係る契約である。


【問い合わせ方法について】


十島村役場（099-222-2101）へ電話


　建設・コンサルタント業務　については　土木交通課　入札参加資格の係へ


　物品・役務業務　については　総務課　入札参加資格の係へ








１
－ 6 －


